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 論文内容の要旨
 高等教育の大衆化は単に従来型の大学の量的拡大に留まらず、大学以外の新しい・タイプの高等
 教育機関の創設を促していく.その事実は知られているが、大学・短期大学以外のいわゆる「非
 大学型」高等教育機関の先行研究は蓄積が少なく、文献、資料ともに、高等教育研究としてきわ
 めて未開拓な領域に属する.本研究は、拡大を続ける中国高等教育にとっての先端的な課題、す
 なわち高等教育の需要と供給のギャップ解消を企図したものである.具体的には高等教育の供給、
 補完をどのように実現するかという点にあり、本テーマは、研究を進める過程でその焦点を「非
 大学型」高等教育機関の研究に絞り込むこととなった.第一に注目したのは中国高等教育の中で
 もとりわけ歴史の浅い民弁高等教育期間である.そして第二は日本の専門学校(専修学校専門課程)
 である.本論文ではr非大学型」高等教育機関としての中国民弁高等教育機関の抱える困難さと
 課題を明らかにした上で日本の専門学校(専修学校の専門課程)の特質を分析し、そこに政策的な
 示唆を求めた。
 論文の内容と構成は以下のとおりである。
 第一章では、高等教育の大衆化段階(就学率15%)に入って間もない中国において、その発展課
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 程がどのようなものであったか、その巨視的な分析を試みた。その結果、国全体としてみると、
 後期中等教育がユニバーサル(普遍)化する以前に高等教育の大衆化がはじまるという、先進国で
 は類例を見ない発展のパターンが示された。また、さらに地域別に分析を深めていくと、内陸部
 と沿岸部の不均衡が甚だしく、高等教育以前、つまり後期中等教育の発展において内陸部の遅れ
 が大きな歪みを生じさせていることが明らかとなった.他方、高等教育の需要と供給のギャップ
 という問題については、沿岸部に問題は集中しており、量的な面のみをみても、伝統的な公弁高
 等教育機関が提供する教育機会のみでは、拡大を続ける教育需要を賄うことは不可能であり、民
 弁高等教育機関に多くの期待が集まるのは当然の帰結であることが再認識された。
 第二章では、公弁高等教育の補完として登場し、その役割を期待される氏弁高等教育機関に焦
 点をしぼり、分析を進めた。社会的認知度が低く、制度的にも未整備な民弁高等教育機関がめざ
 しているのは、何より公弁高等教育機関のような普通高等教育機関への昇格をはたすことである。
 そのために、機関の目標が現実の社会的要請に応えることよりも制度的昇格がしばしば優先され
 ている.そのために、民弁高等教育機関が自由で規制の暖い高等教育機関でありながら、実際に
 は伝統的な高等教育機関よりもむしろ厳しい教育的規制のなかにあり、旧態依然の教育内容にし
 ばられていること、また、それが構造的な就職難を生じさせる背景ともなっていることが明らか
 となった。
 第三章では、上述のような構造的な問題の解決、打開策を求める観点から、民弁高等教育機関
 と制度的に類似性の高い日本の専門学校に着目し、その設置目的、経営行動の分析を行った.私
 立大学の沿革史、学校法人資料を主なデータとして分析した結果、日本の専門学校では大学・短
 大への昇格を直線的にめざすところは少なく、むしろ例外的なことが分った.いわゆる「昇格」
 志向の専門学校は実際に少なく、大多数の専門学校は専門学校のまま拡大、発展をとげている。
 中国の民弁高等教育機関とはその志向性において大きく異なっているのである。
 第四章及び第五章では、専門学校が発足した1976年度から今日までの発展課程を四つの時期に
 区分して専門学校の教育的役割に注目して分析を行った.専門学校の創設期は高等教育の計画的
 仰制が始まった時期と重なっており、そのため、専門学校創設の1976年から1985年までの第一
 期は高等教育の補完という以上には、専門学校の教育的独自性は必ずしも鮮明とはいえなかった。
 その当事、地方から大都市圏に行きたい、大都市圏の大学に進学したい若者たちの受け皿として
 専門学校は急速な拡大を遂げたのである.つまり、大学・短大に代わって若者たちを受け入れる
 「収容力」としての役割を果たした。1986年から1992年までの、18歳人口の急増期にあたる第
 二期では、専門学校は大学・短大と類似する専門分野を積極的に開講し、大学・短大に収容しき
 れない高等教育志望の若者たちを積極的に受け入れた.第一期、第二期を通して、この時期の専
 門学校は大学・短大を補完する役割を積極的に果たしていったのである。しかし、専門学校の普
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r 及・拡大を決定づけたのはその教育的特質ではなく、むしろ一般的な意味での高等教育の需要の
 拡がりにあった。その点でこの時期の日本の専門学校はまだその特質を現してはいない。
 1992年以降、日本の高等教育は18歳人口の減少に直面し、大学・短大はもちろん専門学校もま
 た創設以来はじめての困難に遭遇する.大学・短大類似の機関として普及した大都市圏の専門学
 校では、この時期に急激に顧客を失い、学校の縮小、閉校に追い込まれるところが続出した。し
 かし、この厳しい環境のなかで多くの専門学校は本来の制度的特性である教育の自由度の高さ、
 設置基準の緩さを梃子にして、大学・短大とは異なった教育的「強さ」を発揮した。それは実学
 的な教育力、つまり職業的な技能の修得や資格取得を基本にした学校運営への志向であった。そ
 れは多くの専門学校にとって設置母体でもある「各種学校」への回帰、いわば原点へ立ち戻るこ
 とでもあった。それによって日本の専門学校は少子化の危機を克服し、さらにはバブル経済破綻
 後の経済不況をも乗り切る力を身につけていく.
 結章では、以上の分析を踏まえて、日本の専門学校が中国の民弁高等教育機関に与える政策的
 な示唆について述べ、その可能性を考察した。そして最後に「非大学型」高等教育機関の「法的
 地位」、「振興助成」、「教育的特色」などの点について中国の高等教育、とりわけ民弁高等教育機
 関に対する政策的提言を試みた。
 論文審査の結果と要旨
 本論文は「非大学型」高等教育機関という、未だ開拓されていない領域に大胆に踏み入り、そ
 の視点から中国の民弁高等教育機関の抱える困難さと課題を明らかにし、さらに日本の専門学校
 の特質を分析することで「非大学型」高等教育に関する新たなイメージを導き出し、中国民弁高
 等教育機関への政策的な示唆を検討したものである。
 本論文の意義として、次の二つの点を指摘できる.
 第一に、中国の民弁高等教育機関の陥っている矛盾とその教育的硬直性を指摘した点である.
 民弁高等教育機関は高等教育機関の収容力の不足を補うものとして発足しながら、普通教育機関
 への昇格を優先したいがために、旧態依然の教育内容にしばられ、社会的な要請の高い分野の拡
 充を果たせないでいるという事実の指摘である。この分析は社会的な感応性の高さを身上とすべ
 き「非大学型」高等教育機関への期待と硬直的な高等教育制度の間のズレ、矛盾を鋭く突くもの
 である。
 第二に、日本の今日の専門学校(専修学校専門課程)を母体とする学校法人の中で、いわゆる
 「昇格」志向のものは少ないという指摘である。本論文は大学・短大法人の沿革史を分析し、大
 教79
L
F 多数の専門学校(各種学校)が専門学校のまま拡大、発展をとげていることを明らかにした.こ
 れは一条校を母体とする学校法人と大きく異なる点であり、専門学校の特質を語るうえで重要な
 事実である。この事実は、民弁高等教育機関が伝統的な大学への昇格のみに固執するのではなく、
 それ以外の教育機関として発展する可能性のあることを示している.18歳人口の急増と急減、と
 りわけ18歳人口の減少期という厳しい環境の中で専門学校の発揮した実学的な教育力の「強さ」
 に着目したことは貴重である。
 これらの2つの知見は単に日本から中国への示唆というだけでなく、高等教育の発展にしばし
 ば適用される欧米型のモデルとは異なるアジア独自のモデルの開発、展開を示唆するものであり、
 その点において本研究は著者の意図をこえて新しい学術的な価値に到達したものと解釈できる.
 とはいえ、残されている課題は少なくない。重要なことは日本モデルの中国の適用性の問題で
 ある.日本と中国とは文化や教育において多くの類似点が見られるものの、社会制度、経済体制
 はまったく異なる。その中で日本の専門学校の経験が中国の民弁高等教育機関へどのような示唆
 として受け止められ得るのか、その具体的な可能性を検討することは本研究の成果の確認、検証
 の作業として不可欠なことがらである。
 本論文はこの点でさまざまな課題を残しているものの、「非大学型」高等教育機関の研究として
 着実な一歩を標したものであり、その先駆性と本論文に示された数々の知見は十分に評価に値す
 るものである。
評価
 よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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